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議決権行使のご案内
 
株主総会における議決権の行使は、株主の皆様の大切な権利です。是非とも議決権をご行使ください
ますようお願い申しあげます。 
議決権の行使には、以下の３つの方法がございます。 
  
 
 
 
  
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

以 上 

①【株主総会へのご出席】 
同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出ください。

②【書面による議決権の行使】 
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示の上、平成25年６月26日（水曜日）午後５

時30分までに到着するようご返送ください。なお、各議案につきまして賛否を表示せずに提出された
場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

③【インターネットによる議決権の行使】
パソコンから、当社の指定する議決権行使サイト（http://www.it-soukai.com/または

https://daiko.mizuho-tb.co.jp/）にアクセスし、同封の議決権行使書用紙に記載の議決権行使コー
ドおよびパスワードをご入力の上、画面の案内に従って、平成25年６月26日（水曜日）午後５時30
分までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。ご不明な点がございましたら、後
記のインターネットヘルプダイヤルへお問い合わせください。 
なお、携帯電話専用サイトは開設しておりませんのでご了承ください。 
 
１．書面とインターネットにより、重複して議決権を行使された場合は、インターネットの行使を有
効な行使としてお取り扱いいたします。 

２．インターネットで複数回数、議決権を行使された場合は、最後の行使を有効な行使としてお取り
扱いいたします。 

３．インターネットに関する費用（プロバイダー接続料金、通信料等）は、株主様のご負担となりま
す。 

４．株主様のインターネット利用環境等によっては、ご利用できない場合もございます。 
 

［インターネットによる議決権の行使に関するお問い合わせ先］ 
 

みずほ信託銀行 証券代行部 インターネットヘルプダイヤル 
 電話番号    0120-768-524（フリーダイヤル） 
 受付時間    午前９時～午後９時（土日・休日を除く） 
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証券コード 1954 
平成25年６月11日  

株 主 各 位 
 

東京都千代田区麹町５丁目４番地 
日 本 工 営 株 式 会 社 

取締役社長 廣 瀬 典 昭 
 

第68回定時株主総会招集ご通知 
 
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。 
 さて、当社第68回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通
知申しあげます。 
 なお、当日ご出席願えない場合は、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示の上返送されるか、議
決権行使書用紙に記載のウェブサイトのＵＲＬにアクセスして電磁的方法により行使されるかのいず
れかの方法により議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご
検討いただきまして、平成25年６月26日（水曜日）午後５時30分までに議決権を行使くださいます
ようお願い申しあげます｡ 

敬 具 
記  １． 日  時  平成25年６月27日（木曜日）午前10時

２． 場  所  東京都千代田区麹町５丁目４番地 日本工営ビル３階 当社本店会議室
３． 会議の目的事項  
 報告事項 １. 第68期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）事業報告ならびに

連結計算書類および計算書類報告の件  
      ２. 会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件 
 決議事項  
  第１号議案 定款一部変更（決算期の変更）の件
  第２号議案 定款一部変更（事業目的の変更）の件
  第３号議案 取締役12名選任の件
  第４号議案 監査役１名選任の件
  第５号議案 補欠監査役１名選任の件

以 上 
 

◎ 当日ご出席の場合は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申
しあげます。 

◎ 当日当社では、軽装（クールビズ）にて対応させていただきますので、ご了承くださいますようお願い申し
あげます。株主の皆様におかれましても軽装にてご出席ください。 

◎ 添付書類および株主総会参考書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト 
(http://www.n-koei.co.jp/）に掲載させていただきます。 
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株 主 総 会 参 考 書 類 
 
議案および参考事項 
 
第１号議案 定款一部変更（決算期の変更）の件 
 
１ 提案の理由 

当社の事業年度は、毎年３月31日を末日としておりますが、３月に売上高が集中することによ
る業務負荷の軽減および事業運営の効率化を図るため、事業年度の末日を毎年６月30日に変更し、
これに伴い、現行定款第11条 (基準日)、第12条 (招集)、第40条 (事業年度) および第42条 
(剰余金配当の基準日) につき所要の変更を行うものであります。 
また、第69期事業年度は３か月の変則決算となるため、経過措置として、新たに附則を設ける
ものであります。 

２ 変更の内容 
変更の内容は次のとおりです。 

（下線は変更部分を示しております｡）  
現行定款 変更案 
第２章 株式 第２章 株式 

（基準日） 
第11条 本会社は、毎年３月31日の最終の株主名簿

に記載または記録された議決権を有する株主
をもって、その事業年度に関する定時株主総
会において権利を行使することができる株主
とする。 

（基準日）
第11条 本会社は、毎年６月30日の最終の株主名簿

に記載または記録された議決権を有する株主
をもって、その事業年度に関する定時株主総
会において権利を行使することができる株主
とする。

(略) (略) 
第３章 株主総会 第３章 株主総会 

（招集） 
第12条 定時株主総会は毎年６月に、臨時株主総会

は必要ある場合に随時招集する。

（招集）
第12条 定時株主総会は毎年９月に、臨時株主総会

は必要ある場合に随時招集する。
(略) (略) 

第７章 計算 第７章 計算 
（事業年度） 
第40条 本会社の事業年度は、毎年４月１日より翌

年３月31日までとする｡ 

（事業年度）
第40条 本会社の事業年度は、毎年７月１日から翌

年６月30日までとする｡ 
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現行定款 変更案 

（剰余金配当の基準日） 
第42条 本会社は、毎事業年度の剰余金の配当（以

下、配当金）を、３月31日の最終の株主名
簿に記載または記録された株主または登録株
式質権者に支払う。 

（剰余金配当の基準日）
第42条 本会社は、毎事業年度の剰余金の配当（以

下、配当金）を、６月30日の最終の株主名
簿に記載または記録された株主または登録株
式質権者に支払う。 

(略) (略) 
(新設) 附則

第40条（事業年度）の規定にかかわらず、第69期事
業年度は、平成25年４月１日から平成25年６月30日
までの３ヶ月間とする。 
なお、本附則は第69期事業年度経過後これを削除す
る。 

 
第２号議案 定款一部変更（事業目的の変更）の件 
 
１ 提案の理由 

当社および子会社の事業の現状に即し、事業内容の明確化を図るとともに、子会社を含めた今
後の事業展開および事業内容の多様化に対応するため、現行定款第２条（目的）につき所要の変
更を行うものであります。 

２ 変更の内容 
変更の内容は次のとおりです。 

（下線は変更部分を示しております｡）  
現行定款 変更案 

（目的） 
第２条 本会社は、次の事業を営むことを目的とす

る。 

（目的）
第２条 本会社は、次の事業を営むことを目的とす

る。
1. 土木、建築、電気、機械、農業、林業、地質、
鉱業、都市・地域開発、海洋開発、公害防止、
電気通信および交通・運輸に関する計画、調
査、測量、設計ならびに工事監理 

1. 土木・建築等に関する調査、計画、設計、監理
および維持管理その他のコンサルティング業 

2. 土木、建築、電気、機械、農業、林業、地質、
鉱業、都市・地域開発、海洋開発、公害防止、
電気通信および交通・運輸に関する工事の施工

（削除） 
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現行定款 変更案 

3. 前号の各工事の施工に伴う環境破壊防止に関す
る調査、観測、分析、評価ならびに計画 

2. 環境に関する調査、観測、分析、評価および計
画その他のコンサルティング業 

(新設) 3. 地質調査業
(新設) 4. 測量業
(新設) 5. 土木・建築等に関する施工業 
(新設) 6. 電気等エネルギーの生産および販売ならびに監

理および企画その他のコンサルティング業 
(新設) 7. 発電等の設備機器に関する設計、施工、製造、

調達、監理、賃貸および販売業 
4. 空気調節、冷暖房、給排水その他管工事 8. 空調等の設備機器に関する設計、施工、製造、

調達、監理、賃貸および販売業 
5. 電気機器、通信機器、電子機器および装置、計
量器の製作、修理および販売 

9. 電気・電子・通信の機器、装置および計量器の
製作、修理、賃貸および販売業 

6. 一般廃棄物、産業廃棄物、排水および排気ガス
処理設備の製作、修理および販売 

10. 廃棄物、排水および排気ガス処理設備等の製
作、修理、賃貸および販売業 

7. 建設機械、農業機械、工作機械、原子力機械、
原動機の製作、修理および販売 

11. 建設工事に関する機械の製作、修理および販売
業 

8. 電子計算機による受託計算業務ならびにソフト
ウェアの作成および販売 

12. コンピュータのハードウェアおよびソフトウェ
アの作成、賃貸および販売業 

9. 不動産の取得、売買、賃貸借、仲介、監理およ
び鑑定 

13. 不動産の売買、賃貸借、仲介、監理および鑑定
業 

(新設) 14. 保険代理業
(新設) 15. 人材育成事業

10. 労働者派遣事業 16. (現行どおり)
(新設) 17. 職業紹介事業

11. 前各号に関連する事業への投資および融資 18. 前各号に附帯関連する事業への投資および融資
12. 前各号に関連する事業 19. 前各号に附帯関連する一切の事業 
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第３号議案 取締役12名選任の件 
 

取締役12名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、社外取締役
１名を含む取締役12名の選任をお願いするものであります。 
取締役候補者は次のとおりであります。 

 
候補者 
番 号 

氏     名 
(生 年 月 日) 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 の 数

1 

 
つの だ よし ひこ  角 田 吉 彦 

 
(昭和19年６月11日生) 

 
再 任   

平成８年10月 当社入社 
平成11年６月 当社取締役 
平成15年６月 当社取締役執行役員 
平成16年６月 当社代表取締役常務執行役員 
平成18年６月 当社代表取締役副社長執行役員 
平成22年６月 当社代表取締役会長（現職） 

240,609株

2 

 
ひろ せ のり あき  廣 瀬 典 昭 

 
(昭和20年７月30日生) 

 
再 任   

昭和43年４月 当社入社 
平成11年６月 当社取締役 
平成15年６月 当社取締役執行役員 
平成16年６月 当社代表取締役常務執行役員 
平成18年６月 当社代表取締役専務執行役員 
平成20年６月 当社代表取締役社長（現職) 

150,847株

3 

 
にし たに しょう じ  西 谷 正 司 

 
(昭和23年７月18日生) 

 
再 任   

昭和47年４月 当社入社
平成15年７月 当社大阪支店長 
平成16年６月 当社取締役執行役員 
平成16年10月 当社コンサルタント国内カンパニーバイス

プレジデント兼首都圏事業部長 
平成18年６月 当社取締役常務執行役員 
平成18年10月 当社コンサルタント国内事業本部副事業本

部長兼首都圏事業部長 
平成19年７月 当社コンサルタント国内事業本部長代理 
平成20年６月 当社コンサルタント国内事業本部長 
平成21年６月 当社取締役専務執行役員 
平成24年６月 当社代表取締役副社長執行役員（現職） 

79,000株
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候補者 
番 号 

氏     名 
(生 年 月 日) 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 の 数

4 

 
よし だ かつ み  吉 田 克 己 

 
(昭和24年12月１日生) 

 
再 任   

昭和48年４月 当社入社
平成15年６月 当社執行役員 
平成15年７月 当社電力事業カンパニーバイスプレジデン

ト兼プラント事業部長兼建設事業部長 
平成16年６月 当社取締役執行役員 

当社電力事業カンパニープレジデント 
平成18年６月 当社取締役常務執行役員 
平成18年10月 当社電力事業本部長（現職） 
平成21年６月 当社取締役専務執行役員（現職） 

87,000株

5 

 
やま かわ あさ お  山 川 朝 生 

 
(昭和22年８月27日生) 

 
新 任   

昭和45年４月 建設省入省
平成11年４月 同省中部地方建設局長 
平成12年８月 技術研究組合走行支援道路システム開発機

構専務理事 
平成16年１月 社団法人日本橋梁建設協会副会長兼専務理

事 
平成19年11月 社団法人国際建設技術協会理事長 
平成23年７月 当社顧問 
平成23年10月 当社副社長執行役員（現職）

17,000株

6 

 
よし だ  たもつ  吉 田   保 

 
(昭和24年４月11日生) 

 
再 任   

昭和48年４月 当社入社
平成14年４月 当社中央研究所長 
平成16年６月 当社執行役員 
平成16年10月 当社中央研究所長兼技術企画部長 
平成17年６月 当社取締役執行役員 
平成20年７月 当社技術本部長兼技術企画部長 
平成21年６月 当社取締役常務執行役員 
平成23年７月 当社技術本部長（現職） 
平成24年６月 当社取締役専務執行役員（現職） 

85,000株
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候補者 
番 号 

氏     名 
(生 年 月 日) 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 の 数

7 

 
あり もと りゅう いち  有 元 龍 一 

 
(昭和27年11月27日生) 

 
再 任   

昭和52年４月 当社入社
平成14年７月 当社コンサルタント国内事業本部業務企画

室長 
平成17年１月 玉野総合コンサルタント株式会社取締役 
平成17年３月 同社取締役常務執行役員 
平成19年７月 当社経営管理本部副本部長 
平成20年７月 当社経営管理本部副本部長兼企画部長 
平成21年６月 当社取締役執行役員 

当社経営管理本部長兼企画部長 
平成23年６月 当社経営管理本部長兼人事・総務部長 
平成24年６月 当社取締役常務執行役員（現職） 
平成24年７月 当社経営管理本部長兼人事部長（現職） 

42,000株

8 

 
みず こし  あきら  水 越   彰 

 
(昭和25年９月30日生) 

 
再 任   

昭和51年４月 当社入社
平成14年４月 当社コンサルタント国内事業本部営業本部

室長兼事業企画室長 
平成15年10月 当社コンサルタント国内カンパニー首都圏

事業部副事業部長兼営業企画部長 
平成19年７月 当社コンサルタント国内事業本部事業推進

部長 
平成20年６月 当社執行役員 

当社コンサルタント海外事業本部副事業本
部長 

平成22年６月 当社取締役執行役員 
平成24年６月 当社取締役常務執行役員（現職） 
平成24年７月 当社事業推進本部長（現職）

24,000株
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候補者 
番 号 

氏     名 
(生 年 月 日) 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 の 数

9 

 
たか の  のぼる  高 野   登 

 
(昭和27年９月14日生) 

 
再 任   

昭和50年４月 当社入社
平成11年４月 当社コンサルタント国内事業本部河川・水

工部長 
平成16年10月 当社コンサルタント国内カンパニー首都圏

事業部副事業部長 
平成19年７月 当社コンサルタント国内事業本部事業企画

室長 
平成20年７月 当社コンサルタント国内事業本部事業企画

室長兼営業企画室長 
平成21年６月 当社執行役員 

当社コンサルタント国内事業本部副事業本
部長兼事業企画室長兼営業企画室長 

平成22年６月 当社コンサルタント国内事業本部副事業本
部長兼事業企画室長 

平成23年６月 当社取締役執行役員 
当社コンサルタント国内事業本部長代理兼
事業企画室長 

平成24年６月 当社取締役常務執行役員（現職） 
当社コンサルタント国内事業本部長（現
職）

29,000株

10 

 
いの うえ よし きみ  井 上 美 公 

 
(昭和29年２月６日生) 

 
再 任   

昭和52年４月 当社入社
平成９年２月 当社ピナツボ開発事務所長 
平成16年７月 当社コンサルタント海外カンパニー都市開

発・環境事業部開発計画部長 
平成19年４月 当社コンサルタント海外事業本部都市社会

事業部副事業部長 
平成20年６月 当社コンサルタント海外事業本部運輸・交

通事業部長 
平成22年４月 当社コンサルタント海外事業本部開発事業

部長 
平成22年６月 当社執行役員 
平成23年７月 当社コンサルタント海外事業本部ＭＰＡ

(ジャカルタ首都圏投資促進特別地域)事業
推進室長 

平成24年６月 当社取締役執行役員（現職） 
当社コンサルタント海外事業本部長（現
職）

  19,000株

  



 
 

     

9 

 
候補者 
番 号 

氏     名 
(生 年 月 日) 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 の 数

11 

 
あき よし ひろ ゆき  秋 吉 博 之 

 
(昭和31年３月11日生) 

 
再 任   

昭和54年４月 当社入社
平成15年７月 当社電力事業カンパニープラント事業部副

事業部長 
平成16年６月 当社電力事業カンパニープラント事業部長 
平成22年６月 当社執行役員 
平成22年６月 当社電力事業本部副事業本部長（機電コン

サルタント・新事業担当） 
平成24年６月 当社取締役執行役員（現職） 

当社電力事業本部長代理兼福島事業所長 
(現職)

28,000株

12 

 
ない とう まさ ひさ  内 藤 正 久 

 
(昭和13年２月20日生) 

 
再 任   
社 外 

 

昭和36年４月 通商産業省入省
平成５年６月 同省産業政策局長 
平成10年４月 伊藤忠商事株式会社取締役副社長 
平成12年４月 同社取締役副会長 
平成15年６月 財団法人日本エネルギー経済研究所理事長 
平成18年６月 当社取締役（現職） 
平成22年７月 一般財団法人日本エネルギー経済研究所顧

問（現職）

   2,000株

 
(注) １．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。 

２．内藤正久氏について 
（１）内藤正久氏は社外取締役候補者であります。同氏は現在当社の社外取締役でありますが、取締役就任か

らの年数は、本総会終結の時をもって７年であります。 
（２）同氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員であります。 
（３）内藤正久氏を社外取締役候補者とした理由 

同氏を社外取締役候補者とした理由は、客観的な視点や幅広い視野に立って当社の経営を監視していた
だき、取締役会の透明性を高めるとともに企業統治の強化を図るためであります。 

（４）責任限定契約について 
当社は、会社法に基づく賠償責任を限定する契約を社外取締役との間で締結しております。当該契約に

基づく賠償の限度額は、当該社外取締役が善意でかつ重大な過失のないときは、金６百万円または会社法
による最低責任限度額のいずれか高い金額を上限としております。 
当社は、内藤正久氏との間で引き続き同様の内容の契約を締結する予定であります。 
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第４号議案 監査役１名選任の件 
 

本総会終結の時をもって、監査役坂田憲一氏は辞任されますので、監査役１名の選任をお願い
するものであります。 
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。 
監査役候補者は次のとおりであります。 

 
氏     名 
(生 年 月 日) 略歴、地位および重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 の 数 
し みず とし あき  清 水 敏 彰 

 
(昭和27年９月12日生) 

 

新 任 

昭和52年４月 当社入社 
平成13年４月 当社コンサルタント国際事業本部営業部長代理 
平成13年７月 当社経営企画本部部長代理 
平成15年７月 当社法務・広報部長 
平成22年７月 当社業務監査室長（現職） 

12,000株

 
(注) 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。 

 
 

  



 
 

     

11 

第５号議案 補欠監査役１名選任の件 
 

平成24年６月28日開催の第67回定時株主総会にて補欠監査役に選任された須藤英章氏の選任
の効力は、本総会の開始の時までとされておりますので、法令に定める監査役の員数を欠くこと
になる場合に備え、補欠監査役１名の選任をお願いするものであります。 
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。 
補欠監査役候補者は次のとおりであります。 

 
氏     名 
(生 年 月 日) 略歴、地位および重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 の 数

す どう ひで あき  須 藤 英 章 
 

(昭和19年７月20日生) 

昭和46年４月 弁護士会登録（第二東京弁護士会）
平成15年４月 東京富士法律事務所代表（現職） 
平成16年４月 日本大学法科大学院教授 
平成20年６月 当社補欠監査役 現在に至る 
平成23年５月 事業再生研究機構代表理事（現職）

0株

 
(注) １．候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。 

２．須藤英章氏について 
（１）須藤英章氏は社外監査役候補者であります。 
（２）同氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員としての要件を満たしております。 
（３）須藤英章氏を社外監査役候補者とした理由 

同氏を社外監査役候補者とした理由は、弁護士としての経験や知識を当社の監査体制に活かしていただ
き、当社の監査体制の更なる強化を図るためであります。また、同氏が職務を適切に遂行することができ
るものと判断した理由は、前述の実務経験や知識を有することなどを総合的に勘案したためです。 

（４）責任限定契約について 
当社は、会社法に基づく賠償責任を限定する契約を社外監査役との間で締結しております。当該契約に

基づく賠償の限度額は、当該社外監査役が善意でかつ重大な過失のないときは、金６百万円または会社法
による最低責任限度額のいずれか高い金額を上限としております。 
当社は、須藤英章氏が監査役に就任された場合には、社外監査役として、同氏との間で新たに上記内容

の契約を締結する予定であります。 
 

以 上 
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(添付書類) 
事   業   報   告 

(平成24年４月１日から平成25年３月31日まで)
 
Ⅰ．企業集団の現況に関する事項 
 
１．事業の経過およびその成果 
 
(1) 事業の状況 

当連結会計年度（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）におけるわが国経済は、東
日本大震災からの復興需要による公共投資が順調に推移したものの、世界経済の減速による輸出
や設備投資等が減少し、加えて、欧州各国の債務問題、新興国経済の減速等、対外経済環境の先
行きが懸念され、景気の持ち直しに向けた模索がなお続くところとなりました。一方で、12月の
政権交代に伴い、金融緩和をはじめとした経済財政運営に対する期待感から過度な円高が修正さ
れ、年度末には景気回復の兆しも窺われています。 
日本工営グループを取り巻く経営環境は、国内建設コンサルタント事業においては震災復興関
連業務を中心に公共事業が増加したことに加え、政権交代後は復興・防災対策を中心とした大型
の補正予算が執行され順調に推移しました。海外建設コンサルタント事業についても、わが国Ｏ
ＤＡ（政府開発援助）の事業予算が増加し、さらにアジア、中南米、中東・アフリカ地域などの
発展途上国において、インフラ整備事業の需要が増大したため、引き続き堅調に推移しました。
電力事業では電力会社の業績が引き続き低迷し、コスト削減要請を受けて新規の設備投資や修繕
費予算が減少したことから、厳しい状況が継続しましたが、他方で既存設備の維持更新業務が再
開されたことにより回復の兆しが見えるところとなりました。 
このような状況の下で、当社グループは、昨年度に引き続き東日本大震災の被災地域の復興支
援にグループ一丸となって取り組んでまいりました。また、「グローバル展開の強化」および 
「新たな事業領域の開拓と形成」を基本方針とする中期経営計画（平成24年度～平成26年度）
の初年度である当期において、既存事業分野の強化と事業領域の拡大を図りつつ、海外事業拠点
の整備を行うとともに、新たなビジネスモデルの開拓と事業運営への参画を進めてまいりました。
さらに、｢ワークライフバランスの確保」に取り組み、職場環境の改善および生産性の向上を図
ってまいりました。 
その結果、当期の業績は、連結受注高は前期比2.7％増の71,134百万円となり、売上高は前期
比9.8％増の72,411百万円となりました。 
収益面につきましては、売上高の増加に加えて、昨年度に引き続き経費の見直しによる収益改
善にも努めた結果、経常利益は前期を大きく上まわり52.9％増の5,086百万円、当期純利益も前
期を大きく上まわり100.7％増の2,849百万円となりました。   
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当社グループのセグメント別の受注高および売上高は次のとおりです。 
 

[国内建設コンサルタント事業] 
東日本大震災からの復興事業に関する業務の受注が好調に推移するとともに、全国的にも津波
対策・耐震化施策等の防災・減災関連業務の受注が増加したほか、公共施設に係る長寿命化や機
能保全を図る案件等のマネジメント業務の受注が増加しました。その結果、受注高は前期比
2.2％増の38,423百万円、売上高は前期比3.3％増の35,547百万円となりました。 
 

[海外建設コンサルタント事業] 
わが国ＯＤＡ資金に基づく案件の受注は、東南アジア諸国をはじめとする新興国においてイン
フラ開発の需要が高まり、都市インフラの整備・開発案件の受注が拡大するなど、順調に推移し
ました。また、サハラ砂漠以南のアフリカ諸国やミャンマーなど新興市場への営業展開を強化し、
民間資金による工業団地調査などの案件の受注にも努めた結果、受注高は前期比2.5％増の
20,146百万円、売上高は前期比14.2％増の18,638百万円となりました。 
 

[電力事業] 
主要顧客である電力会社については、設備投資や修繕費等の予算が削減される厳しい環境の下
で、老朽設備の更新業務等について提案型の受注活動に努めた結果、前年を上まわる受注量を確
保しました。また、重点分野である機電コンサルティング分野において防災・消防無線のデジタ
ル化案件、災害復興関連案件等の受注が増加したため、受注高は前期比4.6％増の12,541百万円
となり、売上高は前期を大きく上まわる23.2％増の15,929百万円となりました。 
 

[不動産賃貸事業] 
不動産賃貸事業の売上高は、前期比5.2％減の1,130百万円となりました。 
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(2) 設備投資の状況 
当期の設備投資の総額は986百万円であり、このうち主なものは、太陽光パネル等の再生可能
エネルギー設備の購入であります。 

 
(3) 資金調達の状況 

当社は当期中において、増資ならびに新規の社債発行および長期借入による資金調達は実施し
ておりません。 

 
(4) 事業の譲渡および譲受の状況 

該当事項はありません。 
 
(5) 他の会社の株式その他持分または新株予約権の取得または処分の状況 

該当事項はありません。 
 
(6) 吸収合併または吸収分割による他の会社の事業に関する権利義務の承継 

該当事項はありません。 
 
２．対処すべき課題 
 
(1) 当社グループの経営理念は「誠意をもってことにあたり、技術を軸に社会に貢献する｡」であ
り、Challenging mind, Changing dynamics をスローガンにその実現を図っています。 
この経営理念とスローガンのもと、当社グループを取り巻く事業環境を展望すると、東日本大
震災の復興需要は一定期間の限られたものである一方で、中長期的な視点に立てば、アジア諸国
をはじめとする新興国の成長を活力にして海外におけるインフラ整備の需要が増加すると見られ
ますので、グローバル化をさらに推進すべきと考えます。 
したがって、当社グループは、日本国内において確固たる技術的基盤（建設コンサルティング
およびエンジニアリング事業）を維持しながら、拡大を続ける新興国のインフラ整備市場に軸足
を置いて、海外拠点を中心に事業を拡げるとともに、新たな事業領域を開拓・形成して持続的成
長を図ることを目指します。 

 
(2) (1)の長期目標に従い、当社グループは、平成24年度を初年度とする３か年の中期経営計画に
基づき、以下の重点課題に取り組んでいます。なお、平成25年度から4)ワークライフバランスの
確保を新たに重点課題に追加しております。 
1)海外事業拠点の整備とマルチ・ドメスティック運営の導入 
2)既存事業分野の強化と事業領域の拡大 
3)新たなビジネスモデルの開拓と事業運営への参画 
4)ワークライフバランスの確保 
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(3) (2)の中期経営計画を踏まえ、次期（決算期変更に係る定款一部変更の件をご承認いただき、決
算期が変更された場合は、平成25年４月１日～平成26年６月30日の１年３か月間とします｡) に
おいては、以下のとおり重点課題に取り組みます。 
1)「海外事業拠点の整備とマルチ・ドメスティック運営の導入」については、東京を中心拠点
として①アジア圏、②中東・北アフリカ圏、③中南米圏、④サブサハラ圏（サハラ砂漠以南
のアフリカ諸国）の４つの営業圏に地域拠点を設置し、それぞれに適切な範囲で責任と権限
を付与して地域密着型の営業体制を構築し、ＯＤＡ以外の資金による事業にも取り組みなが
ら、事業の拡大を推進します。 
2)「既存事業分野の強化と業域の拡大」については、既存事業分野における市場の激しい変化
に対応すべく、事業毎に拡大すべき事業領域を明確にして技術の開発、人材の確保および育
成・強化を行い、着実に事業の拡大を図ります。具体的には、国内建設コンサルタント事業
においては災害関連業務、インフラマネジメント業務など、海外建設コンサルタント事業に
おいては新興国における都市開発分野など、電力事業においては機電コンサルティング分野
などの拡大に努めてまいります。 
3)「新たなビジネスモデルの開拓と事業運営への参画」については、水力発電事業を新たなビ
ジネスモデルの柱とし、事業推進本部が中心となり、各事業本部間の連携を強化して事業を
推進します。 
4)「ワークライフバランスの確保」については、ワークライフバランス推進委員会を中心とし
た全社的な取組みにより現状の就業環境の見直しを行い、仕事と生活の調和の実現を目指し
ます。 

 
当社グループは、以上の方針に基づき、さらなる業績の向上に努めるべく、積極的に事業展開
を図り、総力をあげてこれらの課題に取り組んでまいります。 
株主の皆様におかれましては、引き続き格別のご理解とご支援を賜りますようお願い申しあげ
ます。 
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３．財産および損益の状況の推移 
 

区      分 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 
（当連結会計年度）

受 注 高 (百万円) 69,682 60,531 69,268 71,134 

売 上 高 (百万円) 65,095 65,806 65,945 72,411 

経 常 利 益 (百万円) 3,644 2,697 3,326 5,086 

当 期 純 利 益 (百万円) 2,025 1,207 1,419 2,849 

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 (円) 25.17 15.16 18.39 37.76 

総 資 産 (百万円) 80,100 74,740 79,371 84,795 

純 資 産 (百万円) 43,361 43,698 43,505  46,928 
 
(注) １．平成22年度の財産および損益の状況には、平成22年度より連結子会社となったNIPPON KOEI LAC,INC.

の財産および損益が含まれております。 
２．平成24年度の財産および損益の状況には、平成24年度より連結子会社となったNIPPON KOEI INDIA 
PVT. LTD.の財産および損益が含まれております。 
 

４．主要な事業内容 
 
(1) 国内および海外建設コンサルタント事業 

水資源総合開発、電源開発、農業開発、交通・運輸、都市・地域開発、自然・生活環境整備な
どの調査、計画、評価、設計、工事監理、運営指導 

 
(2) 電力事業 

発・変電所用制御装置、水車、発電機、変圧器、電力用通信装置などの電力関連機器、電子機
器・装置、安全用具、セクト式ヒータなどの製造・販売ならびに発電・送電・変電・配電工事、
土木工事など電力および一般電気設備に関連する各種工事の設計、施工 

 
(3) 不動産賃貸事業 
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５．重要な親会社および子会社の状況 
 
(1) 親会社との関係 

該当事項はありません。 
 
(2) 重要な子会社の状況 
 

会  社  名 資 本 金 出資比率 主 要 な 事 業 内 容 

玉野総合コンサルタント株式会社 1,682百万円 100.0％ 都市開発、地方計画に関するコンサル
ティング

日本シビックコンサルタント株式会社 100百万円 85.3％ 地下構造物の計画・設計・監理 

株 式 会 社 コ ー エ イ シ ス テ ム 90百万円 100.0％ ソフトウェア開発 

株 式 会 社 コ ー エ イ 総 合 研 究 所 84百万円 100.0％ 地域開発、社会開発に関する調査・研
究・企画等のコンサルティング

株式会社ニッキ・コーポレーション 53百万円 100.0％ 不動産賃貸・管理 

株 式 会 社 エ ル ・ コ ー エ イ 45百万円 100.0％ 労働者派遣 

中 南 米 工 営 株 式 会 社  40百万円 82.5％ 建設コンサルタント 

英 国 工 営 株 式 会 社 20百万円 100.0％ 建設コンサルタント 

N I P P ON  K O E I  L A C ,  I N C . 100千米ドル ※100.0％ 建設コンサルタント 

NIPPON KOEI LAC DO BRASIL LTDA. 266
千ブラジルレアル ※ 99.0％ 建設コンサルタント 

NIPPON KOEI INDIA PVT. LTD. 19,000
千インドルピー 99.9％ 建設コンサルタント 

 
(注) １．※印は間接保有の株式を含んでおります。 

２．NIPPON KOEI INDIA PVT. LTD.を当事業年度より連結子会社にしております。 
 
当社の連結子会社は、上記重要な子会社の11社です。 
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６．主要な事業所 
 
【日本工営株式会社】 
本 店 東京都千代田区麹町５丁目４番地 海 外 事 務 所 ジャカルタ、マニラ、ハノイ

（ホーチミン)、バンコク（ビ
エンチャン、プノンペン)、ヤ
ンゴン、ニューデリー、コロ
ンボ、中東（アンマン、バグ
ダッド、チュニス、ラバト、
ドーハ)、ナイロビ、リマ

新麹町オフィス (千代田区) (括弧内は連絡事務所)
半蔵門オフィス (千代田区) 
福 島 事 業 所 (福島県須賀川市)
支 店 札幌支店（札幌市）

 仙台支店（仙台市）
 新潟支店（新潟市）
 東京支店（千代田区）
 名古屋支店（名古屋市） 【玉野総合コンサルタント株式会社】
 大阪支店（大阪市） 本 店 愛知県名古屋市東区東桜２丁目17番14号
 広島支店（広島市） 支 店 東京支店（荒川区）
 四国支店（香川県高松市） 静岡支店（静岡市）
 福岡支店（福岡市） 大阪支店（大阪市）

研 究 所 中央研究所（茨城県つくば市） 福岡支店（福岡市）
 
７．従業員の状況 
 

従  業  員  数 前連結会計年度
期 末 比 増 減

2,880名 104名増 
 
８．主要な借入先 
 

借    入    先 借 入 金 残 高
（注） 

株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 3,400百万円
株 式 会 社 み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行 3,400百万円
 (注) 当社は、資金の流動性を確保するため、平成23年９月30日付で株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行と株式会社みず

ほコーポレート銀行を共同幹事とする６行との間で期間３年の中期コミットメントライン契約（協調融資極度
契約）を契約極度額80億円で締結しております。上記借入金残高には協調融資団によるものが含まれておりま
す。 

 
 ※ 協調融資団の内容 

共同幹事     株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 
         株式会社みずほコーポレート銀行 
参加数      ６社 
融資極度枠    8,000百万円（平成25年３月31日付借入金残高は4,000百万円） 

なお、この契約につきましては財務制限条項が付されております。 
 
９．その他企業集団の現況に関する重要な事項  
該当事項はありません。   
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Ⅱ．株式に関する事項 
 
１．発行可能株式総数 189,580,000株

２．発行済株式の総数 86,656,510株 （自己株式 9,274,920株を含む)

３．株   主   数 9,590名 （前期末比      226名減)

４．大   株   主 
 

株    主    名 持 株 数 持株比率 

 千株 ％
株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 3,699 4.8 

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 3,529 4.6 

日 本 工 営 グ ル ー プ 従 業 員 持 株 会 2,937 3.8 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口) 2,838 3.7 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口)              2,464 3.2 
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社
( 従 業 員 持 株 Ｅ Ｓ Ｏ Ｐ 信 託 口 ) 1,911     2.5 

株 式 会 社 み ず ほ コ ー ポ レ ー ト 銀 行   1,910  2.5 

月 島 機 械 株 式 会 社 1,843    2.4 

CBNY DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 1,481 1.9 
CREDIT SUISSE SECURITIES(EUROPE)LIMITED
P B  O M N I B U S  C L I E N T  A C C O U N T 1,240   1.6 

 
(注) 当社は、自己株式9,274,920株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。また、持株比率

は発行済株式の総数から、この自己株式（9,274,920株）を控除した、77,381,590株を分母として計算して
おります。 
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５．その他株式に関する重要な事項 
当社は、平成25年２月12日開催の取締役会決議に基づき、当社グループの従業員に対する中長
期的な企業価値向上へのインセンティブ付与、福利厚生の拡充および株主としての資本参加促進を
通じて従業員の勤労意欲を高め、当社グループの継続的な発展を促すことを目的とし、信託型従業
員持株インセンティブ付与プランとして、｢従業員持株ＥＳＯＰ信託」を導入いたしました。 
従業員持株ＥＳＯＰ信託導入に伴い、平成25年２月12日開催の取締役会において、三菱UFJ信
託銀行株式会社（共同受託者：日本マスタートラスト信託銀行株式会社）に対して1,928,000株 
(発行済株式の総数に対する割合2.2％）の自己株式を、総額649,736,000円にて第三者割当によ
る処分を行うことを決議し、平成25年３月７日付で実施いたしました。 
なお、当期末に従業員持株ＥＳＯＰ信託が所有する当社株式数は、1,911,000株です。 

 
 

Ⅲ．新株予約権等に関する事項 
 
該当事項はありません。 
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Ⅳ．会社役員に関する事項 
 
１．取締役および監査役に関する事項 
 

地   位 氏   名 担当および重要な兼職の状況 

＊取 締 役 会 長 角 田 吉 彦  
＊取 締 役 社 長 廣 瀬 典 昭  
＊取 締 役 臼  田  誠 次 郎 電力事業担当 
＊取 締 役 西 谷 正 司 社長補佐（コンサルタント事業総括） 
取 締 役 吉 田 克 己 電力事業本部長 
取 締 役 吉 田  保 技術本部長 
取 締 役 有 元 龍 一 経営管理本部長兼人事部長 
取 締 役 水 越  彰 事業推進本部長 
取 締 役 高 野  登 コンサルタント国内事業本部長 
取 締 役 井 上 美 公 コンサルタント海外事業本部長 
取 締 役 秋 吉 博 之 電力事業本部長代理兼福島事業所長 
取 締 役 内 藤 正 久 一般財団法人日本エネルギー経済研究所顧問 
常 勤 監 査 役 坂 田 憲 一  
常 勤 監 査 役 新 井  泉  
監 査 役 榎 本 峰 夫 榎本峰夫法律事務所代表 

 (注) １．＊印は代表取締役であります。 
２．当期中の取締役および監査役の異動は次のとおりであります。 
①平成24年６月28日開催の第67回定時株主総会において、井上美公、秋吉博之の両氏は取締役に、新井泉氏
は監査役に新たに選任され就任いたしました。 

②平成24年６月28日開催の第67回定時株主総会において、取締役村井浩、阿部洋一の両氏は任期満了により、
監査役古角光一氏は辞任により退任いたしました。 

③以下の役員につき組織変更に伴う担当の異動がありました。 
 

氏名 新 旧 異動年月日 

有元龍一 経営管理本部長
兼 人事部長

経営管理本部長
兼 人事・総務部長 平成24年７月１日 

水越 彰 事業推進本部長 コンサルタント海外事業
本部副事業本部長 平成24年７月１日 

 
３．取締役内藤正久氏は社外取締役、監査役新井泉氏および榎本峰夫氏は社外監査役であります。また、内藤正

久氏および榎本峰夫氏につきましては東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。   
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２．取締役および監査役の報酬等の額 
 

取締役 14名(うち社外取締役 １名)    367百万円 
監査役 ４名(うち社外監査役 ３名)     47百万円 

 
(注) 上記報酬等の額のうち、社外取締役１名および社外監査役３名の報酬等の総額は38百万円であります。 

 
３．社外取締役および社外監査役に関する事項 
 
(1) 重要な兼職先と当社との関係 
 
氏 名 兼職・兼任先 兼職・兼任

の内容 当社と重要な兼職・兼任先との関係 

取締役 
内藤正久 

一般財団法人 
日本エネルギー経済研究所 顧問 重要な取引その他の関係はありません 

監査役 
榎本峰夫 榎本峰夫法律事務所 代表 重要な取引その他の関係はありません 

 
(2) 社外取締役および社外監査役の活動状況 
 

氏 名 出席・発言状況 

取締役 内藤正久 当期中に開催の取締役会16回の全てに出席しており、当社の経営に対し、国家公務員、企業・団体役員としての経験に基づき、適宜必要な発言を行っております。

監査役 新井 泉 
監査役就任後に開催された当期中の取締役会11回および監査役会11回の全てに出席し
ており、当社の経営に対し、国際金融機関における経験に基づき、適宜必要な発言を
行っております。

監査役 榎本峰夫 当期中に開催の取締役会16回および監査役会15回の全てに出席しており、当社の経営に対し、弁護士としての専門的見地から適宜必要な発言を行っております。
 
(3) 責任限定契約の概要 

当社は、社外取締役および社外監査役の全員と会社法に基づく賠償責任を限定する契約を締結
しており、当該契約に基づく賠償の限度額は、当該社外取締役および社外監査役が善意でかつ重
大な過失のないときは、金６百万円または会社法による最低責任限度額のいずれか高い金額を上
限としております。   
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Ⅴ．会計監査人の状況 
 
１．会計監査人の名称 
 

有限責任監査法人トーマツ 
 
２．当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 
 

①当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 50百万円
②当社および子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 59百万円

 
(注) 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬

等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当該事業年度に係る報酬等の額にはこれら
の合計額を記載しております。 

 
３．非監査業務の内容 
 

該当事項はありません。 
 
４．責任限定契約の概要 
 

該当事項はありません。 
 
５．会計監査人の解任または不再任の決定の方針 
 
当社は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に該当すると判断したときは、会計監査人を解
任する方針です。また、当社は会計監査人の継続監査年数など諸事情を勘案し、再任または不再任
の決定を行う方針です。 
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Ⅵ．会社の体制および方針 
 
１．業務の適正を確保するための体制 
 
当社グループは、｢誠意をもってことにあたり、技術を軸に社会に貢献する｡」というグループ経
営理念の下、当社グループと社会の健全かつ持続的な発展を目指して、日本工営グループ行動指針 
（平成25年４月１日付けで日本工営グループ企業行動憲章および日本工営グループ企業行動基準を 
｢日本工営グループ行動指針」に統合・改定いたしました｡）に基づき、行動することに努めており
ます。 
当社は、取締役会において決議した内部統制システム整備に関する基本方針の下で、業務執行の
適法性・効率性などの確保に努めるとともに、その実効性が一層高まるよう、監査役会および社外
取締役の意見等を参照し、システムの見直しおよび改善を進めております。基本方針の内容は以下
のとおりです。 
 
(1) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
①当社は、文書保存および廃棄に関する規程等に従い、当社の業務執行に関する情報（電子・非
電子媒体を問わず記録媒体に記録したもの）を適切に保存・管理し、必要に応じてその運用状
況の検証、規程等の見直しを行う。 
②情報セキュリティ基本方針および秘密情報管理規程等に基づき、情報の適切な管理を行う。 

 
(2) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
①当社は、平成13年５月に設置した代表取締役等から構成される企業行動会議の基本方針に基づ
き、その傘下にあるリスク管理委員会は、全般的なリスクの把握、評価、対応策、予防策を推
進するとともに、リスク情報を取締役会に適宜報告する。 
②リスク毎に安全衛生・環境委員会、財務報告内部統制委員会等の各委員会を設置し、リスク管
理の強化を図る。 
③リスク管理委員会において抽出したリスクは評価・更新し、その予防策の策定等に取り組む。
また、初動対応マニュアルを整備する。 
④有事においては、緊急対策本部を設置し、同本部が対応を統括し危機管理を行う。 

 
(3) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
①当社は、取締役会により、重要事項の決定および取締役の業務執行状況の監督等を行う。また、
経営効率を高めるため、代表取締役等から構成される経営会議により、業務執行に関する基本
的事項等を協議し、機動的な対応を行う。 
②業務運営については、年度事業計画および中期経営計画を策定し、その目標達成のために具体
策を実行し、執行役員会等により、そのモニタリングを定期的に行う。   
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③日常の職務執行に際して、当社では職務権限規程、業務分掌規程等に基づいて権限委譲が行わ
れており、各職制の責任者が意思決定のルールに則り業務を遂行する。なお、当社は平成15年
に取締役会の改革と執行役員制の導入を行い、経営の監視・監督機能と業務の執行機能を分離
し、監視・監督機能を強化するとともに、意思決定の迅速化と責任の明確化を図る体制を構築
している。 

 
(4) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
①当社は、｢日本工営グループ行動指針」を当社グループ会社の役員・従業員に適用しており、
取締役等から構成されるリスク管理委員会は同指針の周知徹底、遵守状況のチェックなどを行
う。各事業本部のコンプライアンス室等は、同指針の周知徹底を行うとともに、社内研修を実
施する。 
②社会の秩序や当社グループおよびその役員・従業員に脅威を与える反社会的勢力に対しては、
組織全体として毅然とした対応をとり、反社会的勢力による被害の防止に努める。 
③リスク管理委員会は毎月開催し、委員として参加する弁護士により、同委員会の法的チェック
機能強化を図るとともに、同弁護士事務所に社員の相談・通報窓口を設け、当社グループの社
員が弁護士の指導を直接受けられる体制により、コンプライアンスの徹底を図る。また、平成
15年に制定した相談・通報者を保護する規程により、グループ全体のコンプライアンス経営の
徹底を図る。 
④社長直属の組織である業務監査室はコンプライアンス等に関する内部監査を実施する。 
⑤社員のコンプライアンス違反については、懲罰規程により社長が具体的な処分を決定する。 
⑥財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る必要かつ適切な内部統制体制を整備し運用
する。 

 
(5) 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制 
①｢グループ会社運営基準」により、グループ会社は組織･資本関連事項、役員人事、利益・損失
処理、事業計画、財務・会計、資産の取得・賃貸借･処分等の重要事項について、事前にグル
ープ会社が所属する各セグメントの長または当社社長に事前の承認を得る。 
②業務監査室によるグループ会社への監査を行う一方、社長会、関係会社連絡会等により、当社
とグループ会社の十分な情報交換・協議を行う。 

 
(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事

項 
当社は、現段階においては監査役の職務を補助すべき使用人を置いていない。ただし、監査役
監査基準において、監査役は、必要に応じ、補助する体制の確保について取締役と協議する旨を
定めており、必要が生じた場合は当該規定に従い同体制を設ける。 
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(7) 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 
上記体制を設けていないため、本事項については特に記載することはない。 

 
(8) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制 
①監査役は取締役会、執行役員会ほか重要な社内会議に出席し、業務執行状況を確認する。 
②監査役会規則において監査役会は、必要に応じて会計監査人、取締役、業務監査室等の使用人
その他の者に対して報告を求める旨を定めており、これを受けて各監査役は情報収集を行うと
ともに、重要な稟議書の回覧により業務執行状況を確認する。また、監査役は業務監査を通じ
て取締役や使用人から報告を受ける。 
③社長は監査役と定期的に会合を持ち、また、代表取締役は報告規程に基づき監査役会に対し、
会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を報告する。 
④相談・通報制度に関する規程に基づき、使用人からコンプライアンス違反に関する相談等があ
った場合、監査役は、リスク管理委員会においてその報告を受ける。 

 
(9) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役の監査が実効的に行われるために、監査役は業務監査室、会計監査人と定期的に情報交
換を行うとともに、子会社役員との会合を適宜開催する。 

 
２．会社の支配に関する基本方針 
 
(1) 基本方針の内容 

当社は、公開会社として当社株式の自由な売買を認めている以上、特定の者による当社株式の
大規模な買付行為（以下「大規模買付行為」という｡）に応じて当社株式の売却を行うか否かは、
最終的には当社株式を保有する当社株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えます。 
しかしながら、当社は、建設コンサルタント業務をはじめ主に公共・公益事業に関わる業務を
事業展開しており、極めて公共性の高い社会的使命を帯びた企業であると自負しており、専門性
が高く幅広いノウハウと豊富な経験や実績に裏打ちされたブランド力を有しています。そして、
その経営にあたっては、これらの理解と国内外の顧客・従業員および取引先等の利害関係者との
間に培われた深い信頼関係が不可欠となり、これらなくしては企業価値の向上と株主の皆様の利
益に資することはできないと考えます。 
また、大規模買付行為に際しては、大規模買付行為をなす者（以下「大規模買付者」という｡）
から事前に、株主の皆様の判断のために必要かつ十分な大規模買付行為に関する情報が提供され
るべきであると考えます。 

 
(2) 基本方針の実現に資する特別な取組みの概要 

当社は、上記(1)の基本方針の実現に資する特別な取組みとして、以下の施策を実施しており
ます。 
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①中長期的に目標とする当社グループの姿 
当社が中長期的に目標とする当社グループの姿と当社グループの中期経営計画における具体的
な取組みは、本事業報告Ⅰ.２の「対処すべき課題」において記載したとおりです。 
②コーポレート・ガバナンス体制の強化 
当社および当社グループの企業価値を一層高めるため、経営機構における監督機能を強化する
とともに、透明性の確保、迅速な業務執行体制の確立を図り、コーポレート・ガバナンスの充実
に努めることを基本方針としています。また、コンプライアンス経営およびリスク管理の徹底を
重点施策とし、内部統制システムの実効性を高めます。なお、当社は監査役制度を採用しており、
取締役会および監査役会により、それぞれ業務執行の監督および監査を行っております。 

 
(3) 基本方針に照らして不適切な者による支配の防止のための取組みの概要 

当社は、上記(1)の基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決
定が支配されることを防止するための取組みとして､「当社株式の大規模買付行為に対する対応
方針｣（以下「買収防衛策」という｡）を設定しております。 
買収防衛策の概要は、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社
株券等の大規模買付行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる大
規模買付行為を行おうとする大規模買付者は、a.事前に当社取締役会に意向表明書の提出を含む
必要かつ十分な情報を提供し、b.当社取締役会による一定の評価期間が経過した後に大規模買付
行為を開始する、というものです。 
当社は、平成18年５月の取締役会決議により初めて買収防衛策を導入し、平成19年６月の取
締役会決議により一部改訂の上継続し、その後、平成20年６月の第63回定時株主総会決議によ
り株主様に一部改訂の上継続することをご承認いただきました。また、平成23年６月の第66回
定時株主総会決議により株主様に一部改訂の上継続することをご承認いただきました。 
買収防衛策の詳細につきましては、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.n-
koei.co.jp/）において全文を掲載しています。 

 
(4) 上記(2)(3)の取組みについての取締役会の判断およびその理由 

上記(2)の取組みは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させるために実施してい
るものであるため、上記(1)の基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損なうものでなく、
当社の会社役員の地位の維持を目的とするものでもないと考えます。 
上記(3)の取組み（買収防衛策）は、a.経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表し
た「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める３原
則を充足し、経済産業省に設置された企業価値研究会が平成20年６月30日に発表した報告書
「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容も踏まえたものとなっていること、
b.株主をして大規模買付行為に応じるか否かについての適切な判断を可能ならしめ、かつ当社の
企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害を防止するためのものであること、c.大規
模買付ルールの内容ならびに対抗措置の内容および要件は、当社の企業価値ひいては株主共同の
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利益の確保および向上という目的に照らして合理的であること、d.大規模買付ルールの内容なら
びに対抗措置の内容および要件は、いずれも具体的かつ明確であり、株主、投資家および大規模
買付者にとって十分な予見可能性を与えていること、e.株主総会における株主の承認を条件に発
効するものとされており、また、取締役会は、所定の場合には、株主意思確認総会を招集し、対
抗措置の発動の是非について株主の意思を確認することができるものとされていること、さらに、
買収防衛策の継続、廃止または変更の是非の判断には、株主総会決議を通じて株主の意思が反映
されること、f.対抗措置の発動の要件として、客観的かつ明確な要件が定められており、また、
当社経営陣から独立した特別委員会を設置し、対抗措置の発動の前提として特別委員会に対し対
抗措置の発動の是非について諮問したうえ、当社取締役会は、特別委員会の勧告を最大限に尊重
して、対抗措置を講じるか否かを判断することとしており、当社取締役会の判断の客観性・合理
性を担保するための十分な仕組みが確保されていること、g.特別委員会は、当社の費用で、独立
した外部専門家等の助言を受けることができるものとされており、特別委員会による判断の公正
さ・客観性がより強く担保される仕組みとなっていること、h.当社株主総会の決議によって廃止
することができるほか、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会の決議によっ
ても廃止することができるとされており、デッドハンド型買収防衛策ではなく、また、当社取締
役の任期は１年であることから、スローハンド型買収防衛策でもないことから、上記(1)に述べ
た基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損なうものでなく、当社の会社役員の地位の維
持を目的とするものでもないと考えます。 

 
３．剰余金の配当等の決定に関する方針 
 
株主に対する配当は、基本的に企業収益に対応して決定すべきものと考えます。 
激変する経営環境のなかで、将来にわたって株主利益を確保するため、企業体質の強化や積極的
な事業展開に必要な内部留保は不可欠であり、株主への利益還元につきましては、安定的な配当に
留意しつつ業績等を勘案してその充実に努めることを基本方針としております。 
この方針に基づき、当期の配当（通期）は、平成25年５月17日開催の取締役会決議により、１
株につき７円50銭とさせていただきました。(当社は中間配当制度を採用しておりません｡）この配
当金の支払開始日は平成25年６月12日といたしました。 
なお、次期につきましては、決算期変更に係る定款一部変更の件をご承認いただいた場合には、
３か月間の変則決算（平成25年４月１日～平成25年６月30日）となるため、従来実績額である１
株当たり年７円50銭の４分の１強に相当する１株当たり２円の配当を実施させていただく予定です。
次期以降の配当金の支払開始予定月は９月となります。 

 
 

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
 
(注) 以上のご報告は、次により記載されております。 
１．百万円単位の記載金額および千株単位の株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てております。 
２．百分率は、小数点第２位を四捨五入しております。 
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連 結 貸 借 対 照 表 
 

（平成25年３月31日現在）  
資  産  の  部 負 債  の  部 

 Ⅰ 流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 
有 価 証 券 
商 品 及 び 製 品 
仕 掛 品 
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 
流 動 資 産 合 計 

Ⅱ 固 定 資 産 
1 有 形 固 定 資 産 
建 物 及 び 構 築 物 
減 価 償 却 累 計 額 
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 
減 価 償 却 累 計 額 
工 具 、 器 具 及 び 備 品 
減 価 償 却 累 計 額 
土 地 
リ ー ス 資 産 
減 価 償 却 累 計 額 
建 設 仮 勘 定 
有 形 固 定 資 産 合 計 

2 無 形 固 定 資 産 
借 地 権 
ソ フ ト ウ ェ ア 
の れ ん 
そ の 他 
無 形 固 定 資 産 合 計 

3 投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
長 期 貸 付 金 
破 産 更 生 債 権 等 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 
投資その他の資産合計 
固 定 資 産 合 計 

 百万円
6,661 
33,245 

4 
41 

7,271 
152 
1,422 
1,669 
△38 

50,431 
 
 

20,393 
△12,091 
2,612 
△2,032 
2,688 
△2,361 
13,956 
245 
△164 

2 
23,248 

 
78 
405 
618 
85 

1,189 
 

8,106 
22 
122 
281 
1,572 
△180 
9,925 
34,363

Ⅰ 流 動 負 債 
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 
短 期 借 入 金 
１年内返済予定の長期借入金 
リ ー ス 債 務 
未 払 金 
未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 
未 払 消 費 税 等 
前 受 金 
預 り 金 
賞 与 引 当 金 
役 員 賞 与 引 当 金 
工 事 損 失 引 当 金 
災 害 損 失 引 当 金 
事 業 構 造 改 善 引 当 金 
そ の 他 
流 動 負 債 合 計 

Ⅱ 固 定 負 債 
長 期 借 入 金 
リ ー ス 債 務 
退 職 給 付 引 当 金 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 
長 期 預 り 保 証 金 
環 境 対 策 引 当 金 
資 産 除 去 債 務 
繰 延 税 金 負 債 
固 定 負 債 合 計 

 百万円
7,052 
9,000 
209 
34 

1,551 
1,412 
1,946 
424 
6,180 
954 
1,680 
69 
61 
2 
12 
722 

31,313 
 

520 
47 

3,518 
65 

1,741 
34 
53 
573 
6,553

負  債  合  計 37,866
純 資 産 の 部 

Ⅰ 株 主 資 本
1 資   本   金 
2 資 本 剰 余 金 
3 利 益 剰 余 金 
4 自 己 株 式  

株 主 資 本 合 計 
Ⅱ その他の包括利益累計額 
1 その他有価証券評価差額金 
2 繰延ヘッジ損益 
3 為替換算調整勘定 

その他の包括利益累計額合計 
Ⅲ 少数株主持分

 
7,393 
6,209 
36,018 
△3,468 
46,152 

 
614 
△132 

3 
486 
290

純 資 産 合 計 46,928
資  産  合  計 84,795 負 債 純 資 産 合 計 84,795

 
（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております｡）   
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連 結 損 益 計 算 書 

(平成24年４月１日から平成25年３月31日まで) 百万円 百万円
Ⅰ 売 上 高 72,411
Ⅱ 売 上 原 価 52,741

売 上 総 利 益 19,669
Ⅲ 販売費及び一般管理費 15,027

営   業   利   益 4,642
Ⅳ 営 業 外 収 益 

受 取 利 息 78
受 取 配 当 金 280
投 資 有 価 証 券 売 却 益 52
為 替 差 益 110
そ の 他 130 652

Ⅴ 営 業 外 費 用 
支 払 利 息 44
投 資 有 価 証 券 売 却 損 101
投 資 有 価 証 券 評 価 損 26
支 払 手 数 料 11
そ の 他 24 208

経   常   利   益 5,086
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 5,086
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,352
法 人 税 等 調 整 額 △150 2,201
少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 2,884
少 数 株 主 利 益    35
当 期 純 利 益 2,849

  
（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております｡） 
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連結株主資本等変動計算書 

(平成24年４月１日から平成25年３月31日まで)   百万円 
株 主 資 本  

資 本 金  
当 期 首 残 高 7,393 
当 期 末 残 高  7,393 

資 本 剰 余 金  
当 期 首 残 高 6,131 
当 期 変 動 額  
自 己 株 式 の 処 分      77 
当 期 変 動 額 合 計 77 
当 期 末 残 高  6,209 

利 益 剰 余 金  
当 期 首 残 高 33,629 
当 期 変 動 額  
連 結 範 囲 の 変 動     104 
剰 余 金 の 配 当 △566 
当 期 純 利 益 2,849 
当 期 変 動 額 合 計  2,388 
当 期 末 残 高 36,018 

自 己 株 式  
当 期 首 残 高 △3,387 
当 期 変 動 額  
自 己 株 式 の 取 得 △86 
自 己 株 式 の 処 分         5 
当 期 変 動 額 合 計 △81 
当 期 末 残 高 △3,468 

株 主 資 本 合 計  
当 期 首 残 高 43,767 
当 期 変 動 額  
連 結 範 囲 の 変 動 104 
剰 余 金 の 配 当 △566 
当 期 純 利 益 2,849 
自 己 株 式 の 取 得 △86 
自 己 株 式 の 処 分    82 
当 期 変 動 額 合 計 2,384 
当 期 末 残 高 46,152 
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  百万円 
その他の包括利益累計額  

その他有価証券評価差額金  
当 期 首 残 高 △517 
当 期 変 動 額  
株主資本以外の項目の当期変動額（純額)     1,132 
当 期 変 動 額 合 計 1,132 
当 期 末 残 高     614 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  
当 期 首 残 高 △0 
当 期 変 動 額  
株主資本以外の項目の当期変動額（純額) △131 
当 期 変 動 額 合 計 △131 
当 期 末 残 高 △132 

為替換算調整勘定  
当 期 首 残 高 △0 
当 期 変 動 額  
株主資本以外の項目の当期変動額（純額) 4 
当 期 変 動 額 合 計 4 
当 期 末 残 高            3 

その他の包括利益累計額合計  
当 期 首 残 高 △519 
当 期 変 動 額  
株主資本以外の項目の当期変動額（純額) 1,005 
当 期 変 動 額 合 計     1,005 
当 期 末 残 高 486 

少 数 株 主 持 分  
当 期 首 残 高 256 
当 期 変 動 額  
株主資本以外の項目の当期変動額（純額) 33 
当 期 変 動 額 合 計          33 
当 期 末 残 高   290 

純 資 産 合 計  
当 期 首 残 高 43,505 
当 期 変 動 額  
連 結 範 囲 の 変 動 104 
剰 余 金 の 配 当 △566 
当 期 純 利 益     2,849 
自 己 株 式 の 取 得 △86 
自 己 株 式 の 処 分 82 
株主資本以外の項目の当期変動額（純額)     1,039 
当 期 変 動 額 合 計 3,423 
当 期 末 残 高   46,928 

 
（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております｡） 
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連結注記表 

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に 
関する注記等 
 
1．連結の範囲に関する事項 
(1) 連結子会社の数 11社 
(株)ニッキ・コーポレーション 
(株)コーエイシステム 
(株)コーエイ総合研究所 
日本シビックコンサルタント(株) 
玉野総合コンサルタント(株) 
(株)エル・コーエイ 
英国工営(株) 
中南米工営(株) 
NIPPON KOEI LAC,INC. 
NIPPON KOEI LAC DO BRASIL LTDA. 
NIPPON KOEI INDIA PVT. LTD. 

(2) 主要な非連結子会社の名称 
(株)DSI 
(株)葵 
(連結の範囲から除いた理由） 
非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、
合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見
合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）
等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及
ぼしていないためであります｡ 

2．持分法の適用に関する事項 
(1) 持分法適用会社の数 ０社 
(2) 持分法非適用の主要な非連結子会社の名称 
(株)DSI 
(株)葵 

(3) 持分法非適用の主要な関連会社の名称 
PHILKOEI INTERNATIONAL,INC. 
(持分法非適用の理由） 
持分法を適用していない非連結子会社または関
連会社は、当期純損益（持分に見合う額）およ
び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、
持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼ
す影響が軽微であり、かつ、全体としても重要
性がないためであります。 

3．連結子会社の事業年度等に関する事項 
連結子会社の決算日が連結決算日と異なる子会社

は次のとおりであります。 
会社名 NIPPON KOEI LAC,INC. 
    NIPPON KOEI LAC DO BRASIL LTDA. 
決算日 12月31日 
上記の会社については、連結決算日現在で本決算
に準じた仮決算を行った財務諸表を基礎としてお
ります。 

4．会計処理基準に関する事項 
(1) 重要な資産の評価基準および評価方法 
① 有価証券 

満期保有目的の債券 
償却原価法（定額法） 

その他有価証券 
時価のあるもの 
当連結会計年度末日の市場価格に基づく
時価法 (評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定） 

時価のないもの 
移動平均法による原価法 

② デリバティブ 
時価法 

③ たな卸資産 
仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価
額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法
により算定） 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 
ただし、賃貸用東松山店舗（建物・構築物・
機械装置）および平成10年４月１日以降に
取得した建物 (附属設備を除く）については
定額法によっております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま
す。 
建物及び構築物      ３～50年 
機械装置及び運搬具    ２～15年 
工具、器具及び備品    ２～20年 

 
（会計方針の変更） 
当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正
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に伴い、当連結会計年度より、平成24年４
月１日以後に取得した有形固定資産について
は、改正後の法人税法に基づく減価償却の方
法に変更しております。これによる損益への
影響は軽微であります。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 
定額法 

③ リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係
るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロ
とする定額法によっております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 
① 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、
一般債権については貸倒実績率等により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し
ております。 

② 賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与の支出に充てる
ため、支給見込額に基づき計上しております。 

③ 役員賞与引当金 
役員に対して支給する賞与の支出に充てるた
め、支給見込額に基づき計上しております。 

④ 工事損失引当金 
受注工事に係る将来の損失に備えるため、当
連結会計年度末において見込まれる未完成工
事の損失発生見込額を計上しております。 

⑤ 災害損失引当金 
東日本大震災により被災した資産の復旧等に
要する支出に備えるため、当連結会計年度末
における見積額を計上しております。 

⑥ 事業構造改善引当金 
一部の連結子会社の構造改善に伴い発生する
費用および損失に備えるため、その発生の見
込額を計上しております。 

⑦ 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計
年度末における退職給付債務および年金資産
の見込額に基づき、当連結会計年度において
発生していると認められる額を計上しており
ます。なお、会計基準変更時差異発生額 

（2,016百万円）については、主として、15
年による按分額を費用処理しております。数
理計算上の差異は、その発生時の従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（主として
13年）による定額法により翌連結会計年度
から費用処理しております。過去勤務債務に
ついては、その発生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（主として13年）
による定額法により費用処理しております。 

⑧ 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職
慰労金規則に基づく当連結会計年度末要支給
額を計上しております。 

⑨ 環境対策引当金 
｢ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の
推進に関する特別措置法」によるPCB廃棄物
の処理支出に備えるため、処理見積額を計上
しております。 

(4) 重要な外貨建資産および負債の本邦通貨への換
算基準 
外貨建金銭債権債務は、当連結会計年度末日の
直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しております。 

(5) 重要な収益および費用の計上基準 
売上高の計上は、完成基準（部分完成基準含む）
によっておりますが、工事の進行途上において、
その進捗部分について成果の確実性が認められ
る請負工事契約については工事進行基準を適用
しております。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 
① ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たしている金利スワップ
取引について、当該特例処理によっておりま
す。なお、振当処理の要件を満たさない為替
予約については、繰延ヘッジ処理を行ってお
ります。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段 
先物為替予約および金利スワップ 

ヘッジ対象 
主として外貨建債権債務に係る為替変動リ
スクおよび資金の運用・調達に係る金利変
動リスク 
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③ ヘッジ方針 
当社所定の社内承認手続を行った上で、為替
変動リスクおよび金利変動リスクをヘッジし
ております。 

④ ヘッジ有効性の評価 
ヘッジ有効性評価は、開始時から有効性判定
時点までの期間における、ヘッジ手段とヘッ
ジ対象の時価またはキャッシュ・フロー変動
を比較し、両者の変動比率等を基礎として行
っております。なお、金利スワップについて
は、特例処理によっているため、有効性の評
価の判定を省略しております。 

(7) のれんおよび負ののれんの償却に関する事項 
のれんおよび平成22年３月31日以前に発生し
た負ののれんの償却については、５年から10
年間の均等償却を行っております。 

(8) その他連結計算書類作成のための重要な事項 
① 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によってお
ります。 

② 未実現損益の消去 
未実現損益の消去については、｢子会社及び
関連会社の範囲に係る支配力基準及び影響力
基準導入に伴う未実現損益の消去について｣ 
(平成11年３月24日 日本公認会計士協会) 
の適用により、平成10年10月31日以前に終
了した連結会計年度に行われた取引に係る未
実現損益については、消去しておりません。 
 

（表示方法の変更） 
連結損益計算書 
 前連結会計年度において区分掲記しておりました
営業外費用の「固定資産売却損」(当連結会計年度
１百万円）は、営業外費用総額の100分の10以下
となったため、当連結会計年度より営業外費用の

「その他」に含めて表示しております。 
（追加情報） 
（従業員持株ESOP信託） 
 当社は信託型従業員持株インセンティブ付与プラ
ン（以下「ESOP信託」という｡）を導入しておりま
す。 
 ESOP信託による当社株式の取得・処分について
は、当社がESOP信託の債務を保証しており、経済
的実態を重視し、当社とESOP信託は一体であると
する会計処理を行っております。従って、ESOP信
託が所有する当社株式については連結貸借対照表及
び連結株主資本等変動計算書において自己株式とし
て処理しております。また、ESOP信託の資産及び
負債並びに費用及び収益については連結貸借対照表、
連結損益計算書及び連結株主資本等変動計算書に含
めて計上しております。 

 
（連結貸借対照表） 
1．担保に供されている資産の状況 
(1) 担保権によって担保されている債務 

１年内返済予定の預り保証金 167百万円
長期預り保証金 1,374
１年内返済予定の長期借入金 79
合計 1,621

(2) 担保に供されている資産 
土地  1,504百万円
建物及び構築物等  1,847
合計  3,351

2．保証債務等 
以下に対して債務保証を行っております。 
従業員の金融機関からの借入 107百万円
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3．財務制限条項 
短期借入金のうち4,000百万円については、財務制限条項が付されており、下記のいずれかの条項を遵守で
きない場合、当該借入金の一括返済を求められる可能性があります。 
①貸借対照表（連結・単体ベースの両方）における株主資本の金額が当該決算期の直前の決算期の末日また
は平成23年３月期の末日における貸借対照表の株主資本の金額のいずれか大きい方の75％以上に維持する
こと。 

②各年度の決算期における損益計算書（連結・単体ベースの両方）に示される経常損益が、２期連続して損
失とならないようにすること。 

 
（連結株主資本等変動計算書） 
1．発行済株式の種類および総数に関する事項 
 
 当連結会計年度 

期首株式数 
当連結会計年度 
増加株式数 

当連結会計年度 
減少株式数 

当連結会計年度末 
株式数 摘 要 

発 行 済 株 式 
普 通 株 式 86,656,510株 ― ― 86,656,510株  

合 計 86,656,510株  ―  ―  86,656,510株  

 
2．配当に関する事項 
(1) 配当金支払額 
 

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり 
配当額 基 準 日 効力発生日 

平成24年５月18日 
臨時取締役会 普通株式 566百万円 ７円50銭 平成24年 

３月31日 
平成24年 
６月29日 

 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 
 

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配当額 基 準 日 効力発生日 

平成25年５月17日 
臨時取締役会 普通株式 利益剰余金 566百万円 ７円50銭 平成25年 

３月31日 
平成25年 
６月12日 

 
(注) 配当金の総額には、信託型従業員持株インセンティブ付与プラン（以下「ESOP信託」という｡）に対する配当

金14百万円を含めておりません。これは、ESOP信託が所有する当社株式を連結計算書類および計算書類にお
いて自己株式としているためであります。 
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（金融商品に関する注記） 
1．金融商品の状況に関する事項 
当社グループは、主に事業計画と事業の進捗状況に基づき、必要な資金を銀行等金融機関から借入により資
金を調達しております。 
営業債権である受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、職務権限規程ならびに与信審査および管理
に関する内規に基づきリスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式
については毎月ごとに月末の時価の把握を行っています。 
借入金の使途は運転資金（短期）および設備投資資金（長期）であります。 

 
2．金融商品の時価等に関する事項 
平成25年３月31日（当期の連結決算日）における主な金融商品の連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの
差額については、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 
 

勘定科目 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額 

(1) 現金及び預金 6,661 6,661 ―
(2) 受取手形及び売掛金 33,245  
  貸倒引当金(※１) △38  
 33,207 33,207 ―
(3) 投資有価証券  
  その他有価証券 6,984 6,984 ―

資 産 計 46,853 46,853 ―
(4) 支払手形及び買掛金 7,052 7,052 ―
(5) 短期借入金 9,000 9,000 ―

負 債 計 16,052 16,052 ―
 
 (※1) 受取手形及び売掛金に対応する貸倒引当金を控除しております。 
 
(注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 
 
(1) 現金及び預金、並びに (2) 受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。 

(3) 投資有価証券 
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格または取引金融機関か
ら提示された価格等によっております。 

(4) 支払手形及び買掛金、並びに (5) 短期借入金 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。 

 
(注2) 非上場株式（連結貸借対照表計上額976百万円）及び非上場債券（連結貸借対照表計上額145百万円）

は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ること等ができず時価を把握することが極め
て困難と認められるため、｢(3) 投資有価証券」には含めておりません。 
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（賃貸等不動産関係） 
1．賃貸等不動産の状況に関する事項 
当社及び一部の子会社では、首都圏地域において
賃貸用のオフィスビル等（土地を含む｡）を有して
おります。 

2．賃貸等不動産の時価に関する事項 
（単位：百万円） 

 
連結貸借対照表計上額 時価 

7,133 13,586
 
 (注1) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償

却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で
あります。 

 (注2) 当連結会計年度末の時価は、主として「不動産
鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額
（指標等を用いて調整を行ったものを含む｡）で
あります。 

 

（１株当たり情報関係） 
1．１株当たり純資産額 
     617円97銭 
2．１株当たり当期純利益金額 
     37円76銭 
 
注１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載してお
りません。 

 ２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、
以下のとおりであります。 
当期純利益       …… 2,849百万円
普通株主に帰属しない金額…… ―百万円
普通株式に係る当期純利益…… 2,849百万円
普通株式の期中平均株式数…… 75,469,721株
１株当たり当期純利益金額の算定に用いられ
た普通株式の期中平均株式数については、
ESOP信託が所有する自己株式を控除し算定
しております。 

 
（重要な後発事象） 
該当事項はありません。 
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貸 借 対 照 表 
（平成25年３月31日現在）  

資  産  の  部 負  債  の  部 
 Ⅰ 流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
売 掛 金 
仕 掛 品 
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 
前 渡 金 
前 払 費 用 
繰 延 税 金 資 産 
短 期 貸 付 金 
１年内回収予定の長期貸付金 
未 収 入 金 
立 替 金 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 
流 動 資 産 合 計 

Ⅱ 固 定 資 産 
1 有 形 固 定 資 産 
建 物 
減 価 償 却 累 計 額 
構 築 物 
減 価 償 却 累 計 額 
機 械 及 び 装 置 
減 価 償 却 累 計 額 
車 両 運 搬 具 
減 価 償 却 累 計 額 
工 具 、 器 具 及 び 備 品 
減 価 償 却 累 計 額 
土 地 
リ ー ス 資 産 
減 価 償 却 累 計 額 
建 設 仮 勘 定 
有 形 固 定 資 産 合 計 

2 無 形 固 定 資 産 
借 地 権 
ソ フ ト ウ ェ ア 
そ の 他 
無 形 固 定 資 産 合 計 

3 投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
関 係 会 社 株 式 
出 資 金 
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 
長 期 前 払 費 用 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 
投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 
固 定 資 産 合 計 

 百万円
4,757 
39 

24,658 
5,412 
151 
150 
365 
1,143 
1,768 
39 
371 
376 
211 
△1 

39,443 
 
 

17,120 
△10,441 
1,008 
△844 
2,187 
△1,668 
101 
△84 
2,181 
△1,916 
11,884 
143 
△94 
2 

19,581 
 

1,141 
318 
58 

1,518 
 

7,282 
6,208 

1 
266 
2 

1,211 
△4 

14,967 
36,066

Ⅰ 流 動 負 債
支 払 手 形 
買 掛 金 
短 期 借 入 金 
１年内返済予定の長期借入金 
リ ー ス 債 務 
未 払 金 
未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 
未 払 消 費 税 等 
前 受 金 
預 り 金 
前 受 収 益 
賞 与 引 当 金 
役 員 賞 与 引 当 金 
工 事 損 失 引 当 金 
災 害 損 失 引 当 金 
そ の 他 
流 動 負 債 合 計 

Ⅱ 固 定 負 債 
長 期 借 入 金 
リ ー ス 債 務 
退 職 給 付 引 当 金 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 
環 境 対 策 引 当 金 
資 産 除 去 債 務 
長 期 預 り 保 証 金 
繰 延 税 金 負 債 
固 定 負 債 合 計 

 百万円
695 
5,152 
11,980 
209 
22 

1,071 
1,120 
1,594 
340 
4,608 
873 
55 

1,405 
69 
38 
2 

661 
29,899 

 
520 
27 
220 
27 
25 
47 

1,741 
505 
3,114

負  債  合  計 33,014
純 資 産 の 部  

Ⅰ 株 主 資 本
1 資   本   金 
2 資 本 剰 余 金  
資 本 準 備 金 
そ の 他 資 本 剰 余 金 
資 本 剰 余 金 合 計 

3 利 益 剰 余 金 
利 益 準 備 金 
そ の 他 利 益 剰 余 金 
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 
市 場 開 拓 積 立 金 
別 途 積 立 金 
繰 越 利 益 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 合 計 

4 自 己 株 式 
株 主 資 本 合 計 

Ⅱ 評価・換算差額等 
1 その他有価証券評価差額金 
2 繰延ヘッジ損益 
評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 

 
7,393 

 
6,092 
115 
6,207 

 
1,546 

 
332 
1,920 
22,367 
5,646 
31,812 
△3,397 
42,015 

 
611 
△132 
479

純 資 産 合 計  42,495
資  産  合  計 75,509 負 債 純 資 産 合 計 75,509 （記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております｡） 
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損 益 計 算 書 

(平成24年４月１日から平成25年３月31日まで)  
百万円 百万円

Ⅰ 売 上 高 55,506
Ⅱ 売 上 原 価 40,542

売 上 総 利 益 14,963
Ⅲ 販売費及び一般管理費 11,340

営   業   利   益 3,623
Ⅳ 営 業 外 収 益 

受 取 利 息 24
有 価 証 券 利 息 64
受 取 配 当 金 350
投 資 有 価 証 券 売 却 益 49
関 係 会 社 受 取 事 務 手 数 料 128
そ の 他 81 700

Ⅴ 営 業 外 費 用 
支 払 利 息 82
投 資 有 価 証 券 売 却 損 101
為 替 差 損 51
そ の 他 59 294

経   常   利   益 4,029
税 引 前 当 期 純 利 益 4,029
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,967
法 人 税 等 調 整 額 △91 1,875
当 期 純 利 益 2,153

 
（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております｡） 
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株主資本等変動計算書 

(平成24年４月１日から平成25年３月31日まで)    百万円 
株 主 資 本
資 本 金  

当 期 首 残 高  7,393 
当 期 末 残 高 7,393 

資 本 剰 余 金  
資 本 準 備 金  

当 期 首 残 高 6,092 
当 期 末 残 高 6,092 

その他資本剰余金  
当 期 首 残 高 38 
当 期 変 動 額  
自 己 株 式 の 処 分 77 
当 期 変 動 額 合 計 77 
当 期 末 残 高 115 

資 本 剰 余 金 合 計  
当 期 首 残 高  6,130 
当 期 変 動 額  
自 己 株 式 の 処 分    77 
当 期 変 動 額 合 計 77 
当 期 末 残 高  6,207 

利 益 剰 余 金  
利 益 準 備 金  

当 期 首 残 高 1,546 
当 期 末 残 高  1,546 

その他利益剰余金  
固定資産圧縮積立金  
当 期 首 残 高     339 
当 期 変 動 額  
固定資産圧縮積立金の取崩 △6 
当 期 変 動 額 合 計 △6 
当 期 末 残 高 332 

市 場 開 拓 積 立 金  
当 期 首 残 高  1,920 
当 期 末 残 高  1,920 

別 途 積 立 金  
当 期 首 残 高 22,367 
当 期 末 残 高 22,367 

繰 越 利 益 剰 余 金  
当 期 首 残 高 4,052 
当 期 変 動 額  
剰 余 金 の 配 当 △566 
固定資産圧縮積立金の取崩 6 
当 期 純 利 益  2,153 
当 期 変 動 額 合 計  1,594 
当 期 末 残 高 5,646   
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 百万円 
利 益 剰 余 金 合 計  

当 期 首 残 高 30,224 
当 期 変 動 額  
剰 余 金 の 配 当 △566 
当 期 純 利 益 2,153 
当 期 変 動 額 合 計 1,587 
当 期 末 残 高 31,812 

自 己 株 式  
当 期 首 残 高 △3,316 
当 期 変 動 額  
自 己 株 式 の 取 得 △86 
自 己 株 式 の 処 分 5 
当 期 変 動 額 合 計 △81 
当 期 末 残 高 △3,397 

株 主 資 本 合 計  
当 期 首 残 高 40,431 
当 期 変 動 額  
剰 余 金 の 配 当 △566 
当 期 純 利 益 2,153 
自 己 株 式 の 取 得 △86 
自 己 株 式 の 処 分      82 
当 期 変 動 額 合 計  1,583 
当 期 末 残 高 42,015 

評価・換算差額等  
その他有価証券評価差額金  

当 期 首 残 高 △510 
当 期 変 動 額  
株主資本以外の項目の当期変動額(純額)  1,122 
当 期 変 動 額 合 計 1,122 
当 期 末 残 高 611 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  
当 期 首 残 高 △0 
当 期 変 動 額  
株主資本以外の項目の当期変動額(純額) △131 
当 期 変 動 額 合 計 △131 
当 期 末 残 高 △132 

評価・換算差額等合計  
当 期 首 残 高 △510 
当 期 変 動 額  
株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 990 
当 期 変 動 額 合 計 990 
当 期 末 残 高     479   
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 百万円 
純 資 産 合 計  

当 期 首 残 高 39,920 
当 期 変 動 額  
剰 余 金 の 配 当  △566 
当 期 純 利 益  2,153 
自 己 株 式 の 取 得 △86 
自 己 株 式 の 処 分     82 
株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 990 
当 期 変 動 額 合 計  2,574 
当 期 末 残 高 42,495 

（記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております｡） 
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個別注記表 

（重要な会計方針） 
 
1．有価証券の評価基準および評価方法 
(1) 満期保有目的の債券 
償却原価法（定額法） 

(2) 子会社株式および関連会社株式 
移動平均法による原価法 

(3) その他有価証券 
時価のあるもの 
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差
額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 
移動平均法による原価法 

2．デリバティブの評価基準および評価方法 
時価法 

3．たな卸資産の評価基準および評価方法 
仕掛品 
個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性
の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

4．固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 
定率法 
ただし、賃貸用東松山店舗（建物・構築物・機
械及び装置）および平成10年４月１日以降に
取得した建物（附属設備を除く）については定
額法によっております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
建物 ３～50年
構築物 ３～50年
機械及び装置 ２～15年
車両運搬具 ２～６年
工具、器具及び備品 ２～20年

 
（会計方針の変更） 
当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度よ
り、平成24年４月１日以後に取得した有形固
定資産については、改正後の法人税法に基づく
減価償却の方法に変更しております。これによ
る損益への影響は軽微であります。 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 
定額法 

(3) リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る
リース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロと
する定額法によっております。 

(4) 長期前払費用 
定額法 

5．外貨建資産および負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場に
より円貨に換算し、換算差額は損益として処理し
ております。 

6．引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 
売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、
一般債権については貸倒実績率等により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており
ます。 

(2) 賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた
め、支給見込額に基づき計上しております。 

(3) 役員賞与引当金 
役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、
支給見込額に基づき計上しております。 

(4) 工事損失引当金 
受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事
業年度末において見込まれる未完成工事の損失
発生見込額を計上しております。 

(5) 災害損失引当金 
東日本大震災により被災した資産の復旧等に要
する支出に備えるため、当事業年度末における
見積額を計上しております。 
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(6) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末
における退職給付債務および年金資産の見込額
に基づき、当事業年度末において発生している
と認められる額を計上しております。数理計算
上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（13年）による定額法
により翌事業年度から費用処理しております。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（13年）による按
分額を費用処理しております。 

(7) 役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰
労金規則に基づく当事業年度末要支給額を計上
しております。 

(8) 環境対策引当金 
｢ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推
進に関する特別措置法」によるPCB廃棄物の処
理支出に備えるため、処理見積額を計上してお
ります。 

7．収益および費用の計上基準 
売上高の計上は、完成基準（部分完成基準含む）
によっておりますが、工事の進行途上において、
その進捗部分について成果の確実性が認められる
請負工事契約については工事進行基準を適用して
おります。 

8. ヘッジ会計の方法 
(1) ヘッジ会計の方法 
特例処理の要件を満たしている金利スワップ取
引について、当該特例処理によっております。
なお、振当処理の要件を満たさない為替予約に
ついては、繰延ヘッジ処理を行っております。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段 
先物為替予約および金利スワップ 

ヘッジ対象 
主として外貨建債権債務に係る為替変動リス
クおよび資金の運用・調達に係る金利変動リ
スク 

(3) ヘッジ方針 
当社所定の社内承認手続を行った上で、為替変
動リスクおよび金利変動リスクをヘッジしてお
ります。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ有効性評価は、開始時から有効性判定時
点までの期間における、ヘッジ手段とヘッジ対
象の時価またはキャッシュ・フロー変動を比較
し、両者の変動比率等を基礎として行っており
ます。なお、金利スワップについては、特例処
理によっているため、有効性の評価の判定を省
略しております。 

9．その他計算書類作成のための基本となる重要な事
項 
消費税等の会計処理 
消費税等の会計処理は、税抜方式によっておりま
す｡ 

 
（表示方法の変更） 
損益計算書 
前事業年度において区分掲記しておりました営業外
費用の「支払手数料｣（当事業年度11百万円）は、
営業外費用総額の100分の10以下となったため、
当事業年度より営業外費用の「その他」に含めて表
示しております。 

 
（追加情報） 
（従業員持株ESOP信託） 
当社は信託型従業員持株インセンティブ付与プラン 
(以下「ESOP信託」という｡）を導入しております。 
 ESOP信託による当社株式の取得・処分について
は、当社がESOP信託の債務を保証しており、経済
的実態を重視し、当社とESOP信託は一体であると
する会計処理を行っております。従って、ESOP信
託が所有する当社株式については貸借対照表及び株
主資本等変動計算書において自己株式として処理し
ております。また、ESOP信託の資産及び負債並び
に費用及び収益については貸借対照表、損益計算書
及び株主資本等変動計算書に含めて計上しておりま
す。 
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（貸借対照表注記） 
1． 関係会社に対する短期金銭債権 …… 1,885百万円
2． 関係会社に対する短期金銭債務 …… 3,720百万円
3． 関係会社に対する長期金銭債権 …… 266百万円
4．担保に供されている資産の状況 
(1) 担保権によって担保されている債務 
１年内返済予定の預り保証金 167百万円
長期預り保証金 1,374
１年内返済予定の長期借入金 79
計 1,621

(2) 担保に供されている資産 
土地 1,504百万円
建物 1,812
構築物等 35
計 3,351

5．保証債務等 
以下に対して債務保証を行っております。 
従業員 107百万円
連結子会社の金融機関からの前受金
返還保証残高 21  

計 128 

6．財務制限条項 
短期借入金のうち4,000百万円については、財務
制限条項が付されており、下記のいずれかの条項
を遵守できない場合、当該借入金の一括返済を求
められる可能性があります。 
①貸借対照表（連結・単体ベースの両方）にお
ける株主資本の金額を当該決算期の直前の決
算期の末日または平成23年３月期の末日にお
ける貸借対照表の株主資本の金額のいずれか
大きい方の75％以上に維持すること。 

②各年度の決算期における損益計算書（連結・
単体ベースの両方）に示される経常損益が、
２期連続して損失とならないようにすること。 

 
（損益計算書注記） 
関係会社との取引高 
売上高 …… 468百万円
仕入高 …… 1,839
販売費及び一般管理費 …… 852
営業外収益の取引高 …… 241
営業外費用の取引高 …… 38

 
 
 

 
 
（株主資本等変動計算書注記） 
自己株式の種類および株式数 
 

 当事業年度期首
株式数 

当事業年度増加
株式数

当事業年度減少 
株式数

当事業年度末
株式数

自己株式 
普通株式(株) 11,170,244 32,676 17,000 11,185,920

合 計 11,170,244   32,676 17,000   11,185,920
 
 （変動事由の概要） 
  増加減少数の内訳は、次の通りであります。 

単元未満株式の買取 32,676株
従業員持株ESOP信託による当社従業員持株会への売却 17,000株

 (注) 当事業年度末の自己株式の株式数のうち従業員持株ESOP信託が所有する株式数は1,911,000株であります。 
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（税効果会計関係） 
1．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原
因別の内訳 
繰延税金資産 
 賞与引当金 517百万円
 賞与未払金 374
 貸倒引当金 1
 役員退職慰労引当金 9
 退職給付引当金 77
 未払事業税 97
 ゴルフ会員権評価損 9
 工事損失引当金 14
 環境対策引当金 8
 災害損失引当金 0
 減損損失 53
 たな卸資産評価損 37
 外国税額控除限度超過額 405
 繰延ヘッジ損益 69
 その他 338
 計 2,016
 評価性引当額 △662
繰延税金資産合計  1,353
繰延税金負債 
 その他有価証券評価差額金 △320
 固定資産圧縮積立金 △175
 前払年金費用 △213
 その他 △5
繰延税金負債合計 △715
繰延税金資産の純額 637 
 

 

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
担率との間に重要な差異があるときの、当該差異
の原因となった主な項目別の内訳 
法定実効税率 36.8％
（調整）
住民税均等割 2.1
交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0
役員賞与損金不算入 0.6
国外法人税 5.7
評価性引当増減額 1.9
試験研究費控除 △0.9
受取配当等永久に益金に算入されない項目 △1.2
その他 0.6
税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.6

 
（リースにより使用する固定資産関係） 
オペレーティング・リース取引（借手側） 
オペレーティング・リース取引のうち解約不能の
ものに係る未経過リース料 
１年内 1百万円
１年超 5
合計 7
オペレーティング・リース取引（貸手側） 
オペレーティング・リース取引のうち解約不能の
ものに係る未経過リース料 
１年内 693百万円
１年超 1,371
合計  2,065
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（関連当事者との取引関係） 
 
属性 会社等の名称 議決権等 

の所有割合 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額 
（百万円） 科目 期末残高

（百万円）

子会社 
株式会社 
ニッキ・コー
ポレーション 

直接 
100.0% 

不動産の賃貸・管理
業務、保険代理業等
のサービス事業 

資金の借入(注)
 
借入増加 

50 短期借入金 1,600

 
(注) 金銭消費貸借契約に基づき、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

 
 
（１株当たり情報関係） 
1．１株当たり純資産額 ………………… 563円07銭
2．１株当たり当期純利益 ………………… 28円54銭
 

注 1. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
  2. １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
 

     当期純利益 ………………… 2,153百万円
     普通株主に帰属しない金額 ………………… ―百万円
     普通株式に係る当期純利益 ………………… 2,153百万円
     普通株式の期中平均株式数 ………………… 75,469,721株
１株当たり当期純利益金額の算定に用いられた普通株式の期中平均株式数については、ESOP信託が所有す
る自己株式を控除し算定しております。 

 
（重要な後発事象） 
 
該当事項はありません。 
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本 

独立監査人の監査報告書 
 

平成25年５月13日
 日本工営株式会社 
 
取 締 役 会  御中 

 有限責任監査法人 トーマツ
 

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 大 中 康 行 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 福 田 充 男 ㊞

 
 
 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本工営株式会社の平成24年４月１日から平成25
年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資
本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。 
 
連結計算書類に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を
表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証
を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査
手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ
いて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当
監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作
成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方
法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含ま
れる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、日本工営株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
 

以 上 
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本 

独立監査人の監査報告書 
 

平成25年５月13日
 日本工営株式会社 
 
取 締 役 会  御中 

 有限責任監査法人 トーマツ
 

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 大 中 康 行 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 福 田 充 男 ㊞

 
 
 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本工営株式会社の平成24年４月１日から
平成25年３月31日までの第68期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。 
 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその
附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用するこ
とが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書
に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準
に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がない
かどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めて
いる。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実
施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な
虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明
するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案
するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし
ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。 
 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
 

以 上 
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監査役会の監査報告書謄本 

監 査 報 告 書 
 

 当監査役会は、平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第68期事業年度の取締役の職務の執
行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとお
り報告いたします。 
 
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 
 監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告
を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。 
 各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、監査計画等に従い、取締役、業務監査室その他の使用
人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な
会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いた
しました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第
100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備
されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況に
ついて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。事業報告に記載さ
れている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組みについては、取締役会そ
の他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。子会社については、子会
社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受
けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いた
しました。 
 さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制｣（会社計算規則第131
条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準｣（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従
って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業
年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附
属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連
結注記表）について検討いたしました。 

 
  



 
 

     
 

52 

 
2. 監査の結果 
(1) 事業報告等の監査結果 
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。 

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認めら
れません。 

三 事業報告に記載されている内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め
ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行につ
いても、指摘すべき事項は認められません。 

四 事業報告に記載されている会社の支配に関する基本方針については、指摘すべき事項は認めら
れません。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各取組みは、当該基
本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社
役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。 

 
(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 
(3) 連結計算書類の監査結果 
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 
平成25年５月14日 
 

日本工営株式会社 監査役会 
 

常勤監査役 坂 田 憲 一 ㊞
常勤監査役 新 井   泉 ㊞
監 査 役 榎 本 峰 夫 ㊞

 
(注) 常勤監査役新井泉及び監査役榎本峰夫は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査

役であります。 

 
以 上 

 



 
 

     

 
株主総会会場ご案内図 

 
会 場 東 京 都 千 代 田 区 麹 町 ５ 丁 目 ４ 番 地
 日 本 工 営 ビ ル ３ 階 当 社 本 店 会 議 室
交 通 ● Ｊ Ｒ 線 四ツ谷駅（麹 町 口）
 ● 地下鉄丸ノ内線 四ツ谷駅（１番出口） より徒歩５分 ● 地下鉄南北線 四ツ谷駅（３番出口）
 ● 地下鉄有楽町線 麹 町 駅（２番出口）

 

 

 
 
 

 


